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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら   
2010 年 3 月 

【平成２２年３月４日（木)～平成２２年４月１日（木)】 

統 計 調 査 報 告
◇労働経済動向調査～平成２２年２月～ ３月５日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２２年２月１日現在の正社員等労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．（「不足」－「過剰」）は、調査産業計でマイナ

ス５ポイント（前期差３ポイント増）となり、引き続き過剰となったが、パートタイム労働者過不足

判断Ｄ．Ｉ．は、調査産業計でプラス２ポイント（前期差１ポイント減）と不足となっている。

◇景気動向指数～１月速報～ ３月９日（火）内閣府発表 

・１月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は２．５ポイント上昇の９９．９で１０ヶ月

連続の上昇、３ヶ月後方移動平均は１．９７ポイント上昇し９ヶ月連続の上昇、７ヶ月後方移動平均

は１．６７ポイント上昇し６ヶ月連続の上昇となった。一致指数の基調判断は、引き続き「景気動向

指数（ＣＩ一致指数）は、改善を示している」となった。なお、先行指数は９７．１で２．４ポイン

トの上昇、遅行指数は８５．１で２．２ポイントの上昇となった。

◇国民経済計算～平成２１年１０～１２月期・２次速報～ ３月１１日（木）内閣府発表  

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比０．９％（年率

３．８％）と１次速報値と比べて０．２ポイント（年率０．８ポイン

ト）の下方修正となった。

・ 実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が０．４％、財貨・

サービスの純輸出（外需）が０．５％となった。

◇平成２１年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成２２年１月末現在）

３月１２日（金）厚生労働省発表 

・ 高校新卒者の就職内定率は８１．１％で、前年同期を６．４ポイント下回った。

・ 高校新卒者の求人倍率は１．１７倍となり、前年同期を０．５５ポイント下回った。

・ 中学新卒者の求人倍率は０．６０倍で、前年同期を０．３７ポイント下回った。

◇平成２１年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査（平成２２年２月１日現在）

３月１２日（金）厚生労働省発表 

・大学の就職内定率は８０．０％で、前年同期を６．３ポイント下回った。

・短期大学の就職内定率（女子学生のみ）は６７．３％で、前年同期を８．５ポイント下回った。

・高等専門学校の就職内定率（男子学生のみ）は９７．３％で、前年同期を１．７ポイント下回った。

・専修学校（専門課程）の就職内定率は７２．４％で、前年同期を６．４ポイント下回った。
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◇第７回２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）   ３月１７日（水）厚生労働省発表  

・ 平成１４年に２０～３４歳だった独身男性が、この６年間（平成１４～２０年）で結婚した割合につ

いて第 1 回調査時の就業形態別にみると、正規（注）が３２．２％、非正規（注）が１７．２％、仕事な

しが１６．６％となった。 
（注）正規：正規の職員・従業員  

非正規：アルバイト、パート、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員・嘱託、その他  

・ 平成１４年に２０～３４歳だった独身女性で、この６年間（平成１４～２０年）に結婚し、結婚前に

仕事をしていた女性について結婚後の就業継続の有無を就業形態別にみると、「正規」では「同一就

業継続」が６２．３％、「離職」が２７．５％、「非正規」では「同一就業継続」が４２．５％、「離

職」が４１．４％などとなっている。  

・ 出産前に妻が会社等に勤めていて、この５年間（平成１５～２０年）に子どもが生まれた夫婦（注）に

ついて、出産後における妻の就業継続を就業形態及び利用可能な育児休業制度の有無別にみると、「同

一就業継続」の割合は、「正規」では「制度あり」で８１．０％、「制度なし」で４２．１％、「非正

規」では「制度あり」で４８．６％、「制度なし」で２１．３％となっている。  
（注）平成１４年から夫婦、または平成１４年には独身で平成１９年までの間に結婚した夫婦  

 

◇能力開発基本調査～平成２１年度～               ３月２３日（火）厚生労働省発表 

・ 正社員に対して、平成２０年度に OFF-JT を実施した事業所割合は６８．５％（前年度７７．０％）、

計画的な OJT 実施率は５７．２％（前年度５９．６％）、自己啓発支援は６６．５％（前年度７９．

６％）と前年度と比べてそれぞれ低下した。 

・ 正社員以外に対して OFF-JT を実施した事業所割合は３３．２％（前年度３９．６％）で、正社員に

比べると低い水準にとどまっている。 
（注）平成２１年度調査に接続させるため平成１９年度及び平成２０年度調査の値が一部再集計されている。 
 

◇消費者物価指数～２月～                           ３月２６日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は９９．３となり、前年同月比は－１．１％と１３ヶ月連続

の下落となった。生鮮食品を除く総合指数は９９．２となり、前年同月比は－１．２％と１２ヶ月連

続の下落となった。 

・ ３月の東京都区部は９８．９となり、前年同月比は１．８％の下落、生鮮食品を除く総合指数は９８．

９となり、前年同月比は１．８％の下落となった。 

 

◇鉱工業生産指数～２月速報～                                 ３月３０日（火）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比０．９％の低下。製造工業生産予測調査によると、３月上昇の後、

４月は低下を予測している。引き続き「総じてみれば、生産は持ち直しの動きで推移している」との

判断となった。 

 

◇家計調査～２月～                                               ３月３０日（火）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質１．３％の増加。 

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が０．０８％、配偶者の収入が０．１７％、他の世帯員収入が

－０．３０％、特別収入が０．０８％などとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

68.1 69.2

69.9

62.5

79.6 81.6
80.5

73.1

87.7 88.7
86.3

80.0 

96.3 96.9
95.7

50 

60 

70 

80 

90 

100 

19年3月卒 20年3月卒 21年3月卒 22年3月卒

(％) 大学卒業予定者の就職（内定）率の推移

10月1日

12月1日

2月1日

4月1日

0

48.4 49.7

51.0

37.6

77.3 79.7
78.0

68.1

88.1
89.4

87.5

81.1

96.7 97.1 95.6

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

19年3月卒 20年3月卒 21年3月卒 22年3月卒

（％） 高校新卒者の就職内定率の推移

9月末 11月末

1月末 3月末

0
平成

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



◇労働力調査～２月～                        ３月３０日（火）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～２月～                   ３月３０日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２２年２月の完全失業率（季調値）は４．９％と、

前月と同率となった。男性は５．２％と、前月と同率、

女性は４．４％と、前月に比べ０．２ポイントの低下。 

・ 平成２２年２月の完全失業者数は３２４万人と、前年

同月差２５万人の増加。 

・ 平成２２年２月の雇用者数（季調値）は、５，４７４

万人と、前月差１５万人の減少。 

・ 平成２２年２月の有効求人倍率（季調値）は０．４７

倍で、前月を０．０１ポイント上回った。 

 

 

◇サービス産業動向調査～１月速報～                        ３月３１日（水）総務省発表 

・平成２２年１月のサービス産業の月間売上高は、２０．４兆円、前年同月比８．０％の減少となった。

従業者数は、２５６５万人で、前年同月比０．６％の減少となった。そのうち、職業紹介・労働者派

遣業の月間売上高は、２４５３億１１００万円、前年同期比２１．７％の減少、従業者数は、２２万

４千人、前年同期比１５．０％の減少となった。 

 

◇毎月勤労統計調査～２月速報及び平成２１年年末賞与～      ３月３１日（水）厚生労働省発表 

・ 平成２２年２月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．６％減。きまって支給する給与は

前年同月比０．３％減となった。また、前年同月比で所定内給与は０．９％減、所定外給与は８．７％

増となった。 

なお、実質賃金（総額）は前年同月比０．８％増となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）（季調値）の平成２２年２月は前月比０．７％増。 

・ 平成２１年の年末賞与支給事業所における平均賞与額（規模５人以上）は前年比９．３％減の３８０,

２５８円となった。なお、支給事業所割合は前年差２．７ポイント減の７０．６％であった。 

 

◇企業短期経済観測調査（短観）～３月～                         ４月１日（木）日本銀行発表 

・ 全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は製造業で－

１４（前期－２５、先行き－８）、非製造業で－１４（前期

－２１、先行き－１０）となった。 

・ 雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業で１３

（前期１５、先行き９）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

研 究 会 報 告 等  
◇月例経済報告～３月～                                        ３月１５日（月）内閣府発表 

景気は、着実に持ち直してきているが、なお自律性は弱く、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にあ

る。（前月：景気は、持ち直してきているが、自律性に乏しく、失業率が高水準にあるなど依然として厳

しい状況にある） 

・ 輸出は、緩やかに増加している。生産は、持ち直している。（前月とかわらず） 

・ 企業収益は、改善している。設備投資は、下げ止まりつつある。（前月：企業収益は、大幅な減少が

続いているが、そのテンポは緩やかになっている。設備投資は、下げ止まりつつあるものの、このと

ころ弱い動きもみられる） 

・ 企業の業況判断は、依然として厳しい状況にあるものの、全体として持ち直しの動きが続いている。

ただし、中小企業では先行きに慎重な見方となっている。（前月とかわらず） 

・ 雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。（前月：依然として

厳しい） 

・ 個人消費は、持ち直している。（前月：持ち直しの動きが続いている） 

・ 物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。（前月とかわらず） 
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◇月例労働経済報告～３月～                                    ３月１６日（火）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、依然として厳しいものの、このところ持ち直しの動きがみられる。

（前月：依然として厳しい） 

 

 

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載しています。  

また、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しています。 

http://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部  
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